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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第１期

第１四半期
連結累計期間

会計期間
自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日

売上高 (百万円) 25,361

経常利益 (百万円) 2,348

四半期純利益 (百万円) 6,117

四半期包括利益 (百万円) 5,920

純資産額 (百万円) 66,044

総資産額 (百万円) 84,589

１株当たり四半期純利益金額 (円) 204.10

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

(円) 203.33

自己資本比率 (％) 74.4
 

(注) １　提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては、四半期連結財務諸表を作成しているため、記載してお

りません。

２　「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は平成26年１月６日設立のため、前連結会計年度以前に係る記載はしておりません。

 

 

２ 【事業の内容】

当社は、共同株式移転の方法により、平成26年１月６日付で関東天然瓦斯開発㈱と大多喜ガス㈱の完全親会社として

設立されました。これにより当社グループの構成は、当社及び子会社９社（連結子会社４社、非連結子会社５社）並び

に関連会社１社となっております。

主な事業内容は、天然ガスの開発から需要家へのガスの供給までをグループ内で一貫して行うガス事業、天然ガスの

生産に付随するかん水を利用したヨード・かん水事業であります。当社グループの営んでいる事業内容と各社の位置付

けは次のとおりであり、記載区分は事業の種類別セグメントと同一であります。

 
(1) ガス事業

当事業には、連結子会社４社（関東天然瓦斯開発㈱、大多喜ガス㈱、日本天然ガス㈱、オータキ産業㈱）他が関

わっており、主な事業としては関東天然瓦斯開発㈱及び日本天然ガス㈱が天然ガスの開発・採取・販売を、大多喜ガ

ス㈱が都市ガス事業を、オータキ産業㈱が圧縮天然ガスの製造・販売及びLPGの販売を行っております。

関東天然瓦斯開発㈱は、大多喜ガス㈱及びオータキ産業㈱に対してガスを販売し、日本天然ガス㈱からはガスを購

入しております。

 
(2) ヨード・かん水事業

EDINET提出書類

Ｋ＆Ｏエナジーグループ株式会社(E30048)

四半期報告書

 2/34



当事業には、連結子会社２社（関東天然瓦斯開発㈱、日本天然ガス㈱）が関わっており、ヨード及びヨード化合物

の製造・販売、かん水の販売を行っております。

関東天然瓦斯開発㈱は、日本天然ガス㈱に対しヨードの製造の委託と、かん水の販売を行うほか、同社からヨード

を購入しております。

 
　(3) その他

その他の事業には、連結子会社２社（大多喜ガス㈱、オータキ産業㈱）及び非連結子会社５社（関東建設㈱、㈱房

総コンピューターサービス、KNG AMERICA, INC.、㈱上總ボーリング、㈱新栄エンジニア）が関わっており、大多喜ガ

ス㈱及びオータキ産業㈱は、ガス機器等の販売及びガスの販売に伴う配管工事等を行っております。

また、非連結子会社では、総合建設業、地質・水質調査業、情報処理サービス業、米国内における石油・ガス開発

事業、坑井掘さく業、ガス設備設計等を行っております。
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当社グループを事業の種類別セグメントごとに図示すると次のとおりであります。
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なお、当第１四半期連結会計期間末日における当社の関係会社の状況は、以下のとおりであります。

 

平成26年３月31日現在

会社の名称 住所

資本金

又は出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有(被所有)割合
関係内容

所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)       

関東天然瓦斯開発㈱ 千葉県茂原市 7,902
ガス事業
ヨード・かん水事業

100.0 ―
当社と経営指導契約等を締結し
ております。
役員の兼任　７名

(注)2,3       
(連結子会社)       

大多喜ガス㈱ 千葉県茂原市 2,244
ガス事業
その他

100.0 ―
当社と経営指導契約等を締結し
ております。
役員の兼任　５名

(注)2,3       
(連結子会社)
 
日本天然ガス㈱
 
 

東京都中央区 300
ガス事業
ヨード・かん水事業

51.7 ― 役員の兼任　２名

(連結子会社)
 
オータキ産業㈱
 
 

千葉県茂原市 50
ガス事業
その他

100.0 ―
当社と経営指導契約等を締結し
ております。

(その他の関係会社)       

エア・ウォーター㈱ 大阪市中央区 32,263
産業ガス・ケミカル
関連事業その他

― 16.7 ―

(注)3       
 

(注) １　「主要な事業の内容」の欄には、原則として、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　特定子会社であります。

３　有価証券報告書の提出会社であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

本報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。

なお、本項における将来に関する事項につきましては、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ

が判断したものであります。

(1)事故・災害等の発生

当社グループにおきまして、事故や災害等によるガス・ヨード設備への損害や、操業トラブルが発生した場合

には、ガスの供給及びヨードの製造の支障になるほか、設備復旧等のために費用が発生する可能性があります。

特にガス設備に大規模な漏洩・爆発事故等が発生した場合には、その直接的損害に加えて、信用失墜や損害賠償

責任等が生じる可能性があります。

一方、ガス・ヨードの調達先や販売先での事故や災害による稼働停止等が生じた場合には、調達支障や販売量

減少の可能性があるほか、不測の停電や電力使用制限などが生じた場合には、同様の影響に加え、当社グループ

におけるガス生産量やヨード製造量が減少する可能性があります。

(2)経済状況

当社グループにおきまして、ガス需要のほか、受注工事や器具販売等について、事業地域における経済活動の

影響を受け、ガス販売量及び受注工事・器具販売等の売上高が減少する可能性があります。

(3)天候の変動

当社グループにおきまして、冷暖房及び給湯にかかる需要を中心として、ガス需要が気温・水温の影響を受け

ることから、天候の変動によって、ガス販売量が減少する可能性があります。

(4)需要環境等の変化

当社グループにおきまして、ガス需要の大幅な伸びに対応する必要等が生じた場合には、設備の新設・増強や

新規ガス源の確保等にかかる設備投資が発生するため、減価償却費等の増加の影響を受けて、一時的に利益が減

少する可能性があります。また、長期売買契約等によって、リスク軽減を図っているものの、大口販売先との取

引停止が発生した場合や、既存需要の他燃料への転換等によって、ガス販売量が減少する可能性があります。

(5)ガスの調達

当社グループは、千葉県で天然ガスを開発・生産しており、生産設備の老朽化や、新規開発の不調により、ガ

ス生産量が減少する可能性があります。また、当社グループが仕入れているガスの一部は、輸入エネルギー価格

等に合わせた契約となっているため、仕入価格の変動により、利益が減少する可能性があります。

(6)法令・制度の変更等

当社グループは、鉱業法及び鉱山保安法、ガス事業法、その他の法令に従って事業を行っているため、法令・

制度の変更が事業遂行に影響を及ぼす可能性があります。特に都市ガス事業の全面自由化等の規制緩和による新

規参入者との競合や、他エネルギーとの競争の激化によって、ガス販売量の減少や販売価格の低下が生じる可能

性があります。

(7)環境規制の動向

当社グループは、天然ガス・ヨードを含有したかん水を地下から汲み上げて、天然ガスの生産及びヨードの製

造を行っているため、排水にかかる水質規制や、開発地域である千葉県との排水限度量について定めた地盤沈下

防止協定の動向等により、ガス生産量やヨード製造量が減少する可能性があります。

(8)個人情報の取り扱い

当社グループは、事業の性格上、多くのお客様等の個人情報をお預かりしており、その社会的責任は極めて重

いものと認識しております。個人情報の管理については、当社グループはもとより、業務委託先も含めて、情報

管理に遺漏なきよう万全を期しております。しかし、万一情報漏洩等の事態が発生した場合には、信用失墜や損

害賠償責任等が生じる可能性があります。

(9)海外市況・為替の動向

当社グループにおきまして、大部分を海外に輸出しているヨードは、海外市況や為替の影響により、販売量の

減少や販売価格の低下が生じる可能性があります。

(10)資産価値・金利等の変動

当社グループが所有する金融資産・不動産等は、市況や金利、投資先の財政状態等の変動により利益の減少や

損失が発生する可能性があります。
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(11)コンプライアンス違反の発生

当社グループにおきまして、子会社も含めたコンプライアンス体制の整備を行っているものの、万一法令・規

則違反や企業倫理に反する行為等が発生した場合には、その直接的損害に加えて、信用失墜や損害賠償責任等が

生じる可能性があります。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は平成26年１月６日付で、連結子会社である関東天然瓦斯開発㈱、大多喜ガス㈱他との間で、経営管理・指導

に関する「経営指導契約」を締結しております。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社は、共同株式移転の方法により、平成26年１月６日付で関東天然瓦斯開発㈱と大多喜ガス㈱の完全親会社と

して設立されました。なお、当連結会計年度が第１期となるため、前期実績及び前年第１四半期実績はありませ

ん。

 

（1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間の売上高につきましては253億61百万円、営業利益につきましては17億81百万円、経

常利益につきましては23億48百万円、四半期純利益につきましては負ののれん発生益46億18百万円を特別利益とし

て計上したため、61億17百万円となりました。

なお、当社グループの業績は、ガス事業の比重が高いことから、その性質上、上半期が需要期にあたるため、上

半期と下半期に著しい季節的変動があります。

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

＜ガス事業＞

大口のお客さま向けで、ガス販売が好調であったことや輸入エネルギー価格の上昇により販売価格が上昇したこ

となどにより、売上高につきましては233億75百万円、営業利益につきましては17億22百万円となりました。

＜ヨード・かん水事業＞

為替が円安で推移したことや、ヨード需要が堅調であったため販売価格が高めに推移したことなどにより、売上

高につきましては12億80百万円、営業利益につきましては６億48百万円となりました。

＜その他＞

消費税率引上げを前にガス機器販売が好調であったことなどにより、売上高につきましては７億５百万円、営業

利益につきましては84百万円となりました。

 

(2)財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産、負債、純資産の状況は、次のとおりであります。

＜資産合計＞

　資産の合計は845億89百万円（流動資産343億91百万円、固定資産501億98百万円）となりました。

＜負債合計＞

　負債の合計は185億44百万円（流動負債117億３百万円、固定負債68億41百万円）となりました。

＜純資産合計＞

　純資産の合計は660億44百万円となりました。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

我が国のエネルギー源の海外依存度の高さや世界的な温室効果ガス排出量の増大が問題視されるなか、天然ガス

は、地政学的リスクが相対的に低いこと、化石燃料の中で温室効果ガスの排出が最も少ないことなどから、各分野

においてその役割を拡大していく重要なエネルギー源として位置づけられております。

一方で、段階的に進められてきた都市ガス市場の自由化も電力に続き全面自由化に向けて動き始めていることか

ら、今後想定される新規参入者との競合や他エネルギーとの競争の激化のなか、販売者としてお客様のニーズに的

確にお応えするサービスのご提供がこれまで以上に必要となっております。

こうした事業環境のなか、当社グループは、海外情勢等に左右されにくく長期安定的な供給が可能な国産天然ガ

スと、世界的にも貴重な資源であるヨードについて、開発・生産から供給・販売までを一貫した計画に基づいて行

い、変化する事業環境に迅速に対応できる体制を構築し、グループ戦略機能の強化、グループ経営資源の効率的活

用、ステークホルダーの価値最大化を図ることで企業価値を向上させるとともに、未来を担う貴重な国際資源の生

産者・販売者として、社会への貢献を続けてまいります。

まず、ガス事業におきましては、国産エネルギーである天然ガスの生産者として、環境と調和した生産活動を行

うとともに、積極的な設備投資を行い、安定供給体制の確立や生産量の維持・増大に取り組んでまいります。

また、エネファームなどのガスによるマイホーム発電と太陽光発電を組み合わせたダブル発電やガス空調など環

境特性を活かした商品の積極的なご提案により、環境負荷・電力負荷の軽減に貢献していくとともに、ガスシステ

ム改革小委員会にて検討が進められている都市ガス事業の全面自由化につきましては、全国の民営事業者のなかで

はトップレベルの安価なガス料金を強みに、営業範囲拡大の好機ととらえ、制度改革に適切に対処してまいりま

す。

次に、ヨード・かん水事業におきましては、国際的に拡大するヨード需要に対応するため、生産体制の合理化と

供給力の向上に努めるとともに、ヨード・かん水資源の特性を活かした研究開発活動に積極的に取り組み、新規利

用分野の開拓や高付加価値化に、引き続き取り組んでまいります。

さらに、当社グループは一昨年に創業80周年を迎えましたが、次の100周年をより発展した姿で迎えるために、グ

ループ力を結集し、中長期的な視点をもって天然ガス・ヨードに次ぐ第３の柱となる事業を育ててまいります。

加えて、地域社会の皆様をはじめとしたステークホルダーの方々との相互理解・信頼関係の維持・充実のため、

適切な情報開示や十分なコミュニケーションを行うとともに、経営全般にわたる効率化を推進し、貴重な国産資源

の安定供給という公共的使命を認識し、コンプライアンス経営の徹底、万全な保安体制の確保、環境に配慮した事

業活動の推進を通じて、当社グループに寄せられる社会的信頼に誠実に応えてまいります。

 

(4)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発活動は、主にガス事業及びヨード・かん水事業に関するものを中心とし

て、次のとおり実施いたしました。

なお、当第１四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は、47百万円であります。

① ガス事業

環境に配慮した水溶性天然ガス適正採取技術の研究を行うほか、生産効率化・増産のための研究等を実施して

おります。

② ヨード・かん水事業

ヨードの特性を生かした新規利用分野の開拓や、かん水含有物質の研究及び製造過程における環境対策のため

の研究等を実施しております。

③ その他

新規事業の開拓を図るための研究開発等を実施しております。
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(5)従業員数

① 連結会社の状況

平成26年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

ガス事業 377

ヨード・かん水事業 54

その他 6

全社(共通) 74

合計 511
 

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　全社(共通)は、特定のセグメントに区分できない管理部門等の従業員であります。

 

② 提出会社の状況

平成26年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

全社(共通) 26

合計 26
 

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　全社(共通)は、特定のセグメントに区分できない管理部門等の従業員であります。

 

(6)生産、受注及び販売の実績

当社は、当第１四半期連結累計期間に設立されたため、当第１四半期連結累計期間における生産、受注及び販

売の実績を記載いたします。なお、前年同期比増減率は記載しておりません。

① 生産実績

当第１四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円)

ガス事業 2,247

ヨード・かん水事業 1,540

合計 3,788
 

(注) １ 上記の金額は、販売価格によっております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 「ヨード・かん水事業」に含まれているかん水の生産高については、販売用だけでなく、原料用のもの

を含んでおります。

 
② 受注実績

当第１四半期連結累計期間における受注実績については、受注高の販売高に対する割合が僅少であることか

ら、記載を省略しております。

なお、当社グループの主たる事業であるガス事業においては、受注生産を行っておりません。
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③ 販売実績

当第１四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円)

ガス事業 23,375

ヨード・かん水事業 1,280

その他 705

合計 25,361
 

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先 販売高(百万円) 割合(％)

五井コーストエナジー㈱ 3,928 15.5
 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 
(7)主要な設備

当社グループの主要な設備は、関東天然瓦斯開発㈱の第152期有価証券報告書（平成26年３月28日提出）「第３　

設備の状況　２　主要な設備の状況」に記載された設備であり、当第１四半期連結累計期間において著しい増減は

ありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,336,061 30,336,061
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
100株であります。

計 30,336,061 30,336,061 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

関東天然瓦斯開発㈱と大多喜ガス㈱が発行した新株予約権は、平成26年１月６日をもって消滅し、同日に当該新

株予約権の新株予約権者に対してそれらに代わる当社の新株予約権を交付いたしました。

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱第１回新株予約権

決議年月日 （注）１

新株予約権の数（個） 18（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株) 9,000（注）４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
平成26年１月６日から
平成41年４月20日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

１株当たり　発行価格　　　935円
１株当たり　資本組入額　467.5円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の決議による承認を
得るものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）６
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Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱第２回新株予約権

決議年月日 （注）１

新株予約権の数（個） 24（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株) 12,000（注）４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
平成26年１月６日から
平成42年４月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

１株当たり　発行価格　　　919円
１株当たり　資本組入額　459.5円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の決議による承認を
得るものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）６
 

 
Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱第３回新株予約権

決議年月日 （注）１

新株予約権の数（個） 26（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株) 13,000（注）４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
平成26年１月６日から
平成43年４月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

１株当たり　発行価格　　　873円
１株当たり　資本組入額　436.5円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の決議による承認を
得るものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）６
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Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱第４回新株予約権

決議年月日 （注）１

新株予約権の数（個） 39（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株) 19,500（注）４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
平成26年１月６日から
平成44年４月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

１株当たり　発行価格　　　723円
１株当たり　資本組入額　361.5円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の決議による承認を
得るものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）６
 

 
Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱第５回新株予約権

決議年月日 （注）１

新株予約権の数（個） 19（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株) 9,500（注）４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
平成26年１月６日から
平成45年４月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

１株当たり　発行価格　　1,221円
１株当たり　資本組入額　610.5円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の決議による承認を
得るものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）６
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Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱第６回新株予約権

決議年月日 （注）１

新株予約権の数（個） 17（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株) 6,800（注）４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
平成26年１月６日から
平成41年４月20日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

１株当たり　発行価格　　1,446円
１株当たり　資本組入額　　723円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の決議による承認を
得るものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）６
 

　

Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱第７回新株予約権

決議年月日 （注）１

新株予約権の数（個） 27（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株) 10,800（注）４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
平成26年１月６日から
平成42年４月19日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

１株当たり　発行価格　　1,126円
１株当たり　資本組入額　　563円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の決議による承認を
得るものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）６
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Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱第８回新株予約権

決議年月日 （注）１

新株予約権の数（個） 25（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株) 10,000（注）４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
平成26年１月６日から
平成43年４月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

１株当たり　発行価格　　966円
１株当たり　資本組入額　483円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の決議による承認を
得るものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）６
 

 
Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱第９回新株予約権

決議年月日 （注）１

新株予約権の数（個） 35（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株) 14,000（注）４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
平成26年１月６日から
平成44年４月20日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

１株当たり　発行価格　　 963.5円
１株当たり　資本組入額　481.75円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の決議による承認を
得るものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）６
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Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱第10回新株予約権

決議年月日 （注）１

新株予約権の数（個） 21（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株) 8,400（注）４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
平成26年１月６日から
平成45年４月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

１株当たり　発行価格　　1,288.5円
１株当たり　資本組入額 　644.25円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の決議による承認を
得るものとします。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）６
 

 
(注) １ 平成25年10月24日開催の臨時株主総会（関東天然瓦斯開発㈱）及び平成25年10月23日開催の臨時株主総会

（大多喜ガス㈱）において、それぞれ決議されております。

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、500株であります。

３ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、400株であります。

４ 新株予約権発行後、当社が株式分割（株式無償割当てを含みます。以下同じ。）、株式併合を行う場合は、

新株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、次の算式に

より新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」と言います。）の調整を行い、調整

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率

５ 新株予約権の行使の条件は、以下のとおりとしております。

①各新株予約権の一部行使はできないものとします。

②新株予約権者は、当社又は当社の子会社の取締役の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使するこ

とができます。

③前項にかかわらず、新株予約権者は、行使期間満了日の30日前の日より、他の行使条件に従い、新株予約

権を行使できるものとします。

④その他の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところ

によります。

６　組織再編に際して定める契約書又は計画書等に、以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合は、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとしておりま

す。

①合併（当社が消滅する場合に限る）

合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社

②吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社

③新設分割

新設分割により設立する株式会社

④株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤株式移転

株式移転により設立する株式会社

なお、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、当社が完全子

会社となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認された場合

は、当社は当該新株予約権を無償で取得することができるものとしております。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年１月６日
（注）１

31,336,061 31,336,061 8,000 8,000 2,000 2,000

平成26年３月31日
（注）２

△1,000,000 30,336,061 ― 8,000 ― 2,000
 

（注）１　発行済株式総数並びに資本金及び資本準備金の増加は、平成26年１月６日付で関東天然瓦斯開発㈱と大多

喜ガス㈱の共同株式移転の方法により当社が設立されたことによるものであります。

 ２　自己株式の消却による減少であります。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができません。また、当社は共同株式移転の方法により、平成26年１月６日付で関東天然瓦斯開発㈱と大

多喜ガス㈱の完全親会社として設立されたため、直近の株主名簿の記載内容も確認できず、記載することができま

せん。
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２ 【役員の状況】

当社は、共同株式移転の方法により平成26年１月６日付で設立され、当連結会計年度が第１期となるため、当四半

期報告書の提出日現在における当社役員の状況を記載しております。

なお、設立日である平成26年１月６日から当四半期報告書の提出日までに役員の異動はありません。

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(株)

代表取締役

会長
 吉井　正德

昭和24年

１月11日生

昭和47年４月 関東天然瓦斯開発㈱入社

(注)３ 8,000

平成７年３月 同社営業部長

平成11年３月 同社理事、営業部長

平成13年３月 同社取締役茂原鉱業所開発部長、営業部長

平成15年７月 同社取締役茂原鉱業所開発部長

平成17年３月 同社代表取締役常務茂原鉱業所長、同所開

発部長

平成18年７月 同社代表取締役常務茂原鉱業所長

平成21年３月 同社代表取締役社長

平成26年１月 当社代表取締役会長(現)

関東天然瓦斯開発㈱代表取締役会長(現)

代表取締役

社長

 
社長

執行役員

 渡部　　均
昭和24年

11月11日生

昭和47年４月 大多喜ガス㈱入社

(注)３ 6,580

平成８年３月 同社経営企画室長

平成11年３月 同社理事経営企画室長

平成13年３月 同社取締役経営企画室長

平成17年３月 同社常務取締役営業本部長

平成19年３月

 

同社代表取締役・常務取締役供給・技術本

部長

平成21年３月 同社代表取締役・取締役社長(現)

平成26年１月 当社代表取締役社長社長執行役員(現)

常務取締役

 

常務

執行役員

 梶田　　直
昭和31年

１月27日生

昭和53年４月 関東天然瓦斯開発㈱入社

(注)３ 6,000

平成15年７月 同社営業部長

平成17年３月 同社取締役営業部長

平成21年３月 大多喜ガス㈱取締役営業本部長

オータキ産業㈱代表取締役・取締役社長

平成24年３月 大多喜ガス㈱常務取締役営業本部長

オータキ産業㈱代表取締役・取締役社長

平成25年３月 大多喜ガス㈱常務取締役営業本部長

平成26年１月 当社常務取締役常務執行役員(現)

関東天然瓦斯開発㈱代表取締役社長(現)

常務取締役

 
常務

執行役員

 西村　潤一
昭和29年

３月５日生

昭和51年４月 大多喜ガス㈱入社

(注)３ 5,000

平成７年７月 同社営業本部空調産業営業部長

平成11年３月 同社営業本部副本部長

平成17年３月 同社取締役経営企画室長

平成19年３月 同社取締役営業本部長、地域営業部長

㈱房総コンピューターサービス代表取締

役・取締役社長

平成19年７月 大多喜ガス㈱取締役営業本部長

㈱房総コンピューターサービス代表取締

役・取締役社長

平成21年３月 大多喜ガス㈱代表取締役・常務取締役経営

管理本部長

平成23年３月 同社代表取締役・常務取締役経理部長

平成24年３月 同社代表取締役・常務取締役

平成25年３月 同社代表取締役・常務取締役

㈱房総コンピューターサービス代表取締

役・取締役社長(現)

平成26年１月 当社常務取締役常務執行役員(現)

大多喜ガス㈱代表取締役・専務取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(株)

常務取締役

 
常務

執行役員

企画部管掌 長濱新太郎
昭和28年

11月19日生

昭和52年４月 関東天然瓦斯開発㈱入社

(注)３ 3,200

平成14年７月 同社総務部長、茂原鉱業所総務部長

平成17年３月 同社取締役人事部長

平成23年３月

 
同社常務取締役人事・労務管掌

大多喜ガス㈱取締役総務管掌

平成24年３月

 
平成26年１月

 

関東天然瓦斯開発㈱代表取締役常務茂原鉱

業所長

当社常務取締役常務執行役員企画部管掌

(現)

取締役

 
執行役員

人事部管掌 須永　信之
昭和31年

10月18日生

昭和54年４月 関東天然瓦斯開発㈱入社

(注)３ 1,900

平成18年７月 同社経理部長

平成21年１月 同社経理部長、監査室長

平成21年３月 同社取締役監査室長

平成23年３月 同社取締役総務管掌、経理部長

平成24年３月 同社取締役人事・労務管掌、経理部長

平成25年３月 同社取締役人事部管掌、経理部長

平成26年１月 当社取締役執行役員人事部管掌(現)

関東天然瓦斯開発㈱常務取締役経理部長

(現)

取締役

 
執行役員

 中瀬　　清
昭和27年

11月29日生

昭和50年４月 ㈱ほくさん入社

(注)３ 1,000

昭和61年10月 同社経営企画室部長

平成５年４月 大同ほくさん㈱生活関連事業本部燃料事業

部本州統括営業部長

平成９年７月 同社人事部長

平成15年６月 エア・ウォーター㈱エネルギー事業部長

平成16年10月 同社統合企画室担当部長

平成20年６月 同社執行役員エネルギー事業部長

平成24年３月 関東天然瓦斯開発㈱出向、企画部主管

平成24年３月 同社茂原鉱業所環境保安部長、企画部主管

平成25年３月 同社取締役茂原鉱業所かん水資源研究部・

同所技術管理部管掌、同所環境保安部長

平成26年１月 当社取締役執行役員(現)

関東天然瓦斯開発㈱常務取締役かん水資源

研究部管掌、企画管理部長(現)

取締役

 
執行役員

経理部長 水野彦二郎
昭和32年

10月５日生

昭和56年４月 大多喜ガス㈱入社

(注)３ 3,180

平成16年７月

 
関東天然瓦斯開発㈱総務部副部長、茂原鉱

業所総務部副部長

平成21年３月 同社経理部長

平成23年３月

 
同社監査室長

大多喜ガス㈱監査室長

平成24年３月

 
大多喜ガス㈱取締役（総務部管掌）経理

部　　長

平成26年１月

 
 

当社取締役執行役員経理部長(現)

大多喜ガス㈱取締役（総務部・経理部管

掌）(現)

取締役

 
執行役員

総務部長 森　　武
昭和34年

９月28日生

昭和58年４月 大多喜ガス㈱入社

(注)３ 2,700

平成21年３月 関東天然瓦斯開発㈱総務部長、茂原鉱業所

総務部長

平成24年３月 同社取締役総務部長、茂原鉱業所総務部長

平成25年３月 同社取締役営業部管掌、総務部長、茂原鉱

業所総務部長

平成26年１月 当社取締役執行役員総務部長(現)

関東天然瓦斯開発㈱取締役総務部長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(株)

取締役  

 
 
 

棚橋　祐治

 
 
(注)１

昭和９年

10月13日生

昭和33年４月 通商産業省入省

(注)３ ―

平成３年６月 同省事務次官

平成９年８月 (財)新エネルギー財団会長

平成13年６月 石油資源開発㈱代表取締役社長

平成20年６月

平成26年１月

同社代表取締役会長(現)

当社取締役(現)

取締役  

 

 
大槻　幸一郎

昭和23年

２月18日生

昭和45年４月 農林水産省林野庁入庁

(注)３ ―

平成10年７月 同庁長野営林局長

平成13年４月 千葉県副知事

平成18年８月 千葉県副知事退職

平成19年２月 アジア航測㈱経営管理本部非常勤顧問

平成19年12月 同社取締役上席執行役員、経営管理本部技

師長

平成20年12月 同社代表取締役社長執行役員社長、経営管

理本部長

平成22年10月 同社代表取締役社長執行役員社長

平成23年12月 同社代表取締役会長

(注)１

平成25年３月

 
平成25年12月

 
平成26年１月

関東天然瓦斯開発㈱取締役

アジア航測㈱代表取締役会長

関東天然瓦斯開発㈱取締役

アジア航測㈱相談役(現)

当社取締役(現)

常勤監査役  木藤　博正
昭和28年

12月12日生

昭和52年４月 関東天然瓦斯開発㈱入社

(注)４ 4,375

平成15年７月 大多喜ガス㈱総務部長

平成19年３月 同社取締役経営管理本部総務部長

平成21年３月 同社取締役経営管理本部経理部長、総務部

長

平成23年３月 関東天然瓦斯開発㈱常勤監査役

平成24年３月 同社常勤監査役

大多喜ガス㈱監査役(現)

平成26年１月 当社常勤監査役(現)

関東天然瓦斯開発㈱監査役(現)

常勤監査役  成嶋　隆男
昭和27年

４月12日生

昭和46年４月 関東天然瓦斯開発㈱入社

(注)４ 1,200

平成19年３月 大多喜ガス㈱経営管理本部経理部長

平成21年３月

平成22年３月

 
 

同社取締役経営管理本部経営企画部長

同社取締役経営管理本部経営企画部長

㈱房総コンピューターサービス代表取締

役・取締役社長

平成23年３月

 
 

大多喜ガス㈱取締役経営企画部長

㈱房総コンピューターサービス代表取締

役・取締役社長

平成25年３月 関東天然瓦斯開発㈱常勤監査役

平成26年１月 当社常勤監査役(現)

関東天然瓦斯開発㈱監査役(現)

大多喜ガス㈱監査役(現)
 

 

EDINET提出書類

Ｋ＆Ｏエナジーグループ株式会社(E30048)

四半期報告書

20/34



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(株)

監査役  

 
 
 

田中　尚文

 

昭和18年

９月18日生

昭和41年４月 合同資源産業㈱入社

(注)４ ―

平成６年２月 同社千葉事業所鉱業部長

平成７年４月 同社理事千葉事業所副所長兼研究室長

平成７年12月 同社取締役千葉事業所副所長兼研究室長

平成10年３月

 
 

関東天然瓦斯開発㈱監査役

合同資源産業㈱取締役営業部長兼経理部担

当

平成10年12月 関東天然瓦斯開発㈱監査役

合同資源産業㈱常務取締役営業部長兼経理

部担当

平成11年３月 関東天然瓦斯開発㈱監査役

合同資源産業㈱代表取締役常務営業部長兼

経理部担当

平成12年12月

 
関東天然瓦斯開発㈱監査役

合同資源産業㈱代表取締役社長

平成13年３月 合同資源産業㈱代表取締役社長

平成23年12月 同社代表取締役会長(現)

(注)２

平成24年３月

平成26年１月

関東天然瓦斯開発㈱監査役

当社監査役(現)

監査役  

 
 
 

吉益　信治
昭和21年

７月２日生

昭和59年４月 弁護士登録、第一東京弁護士会入会、橋本

合同法律事務所入所

(注)４ ―

昭和61年11月 第一芙蓉法律事務所設立に参加

平成３年４月 同事務所パートナー弁護士(現)

(注)２

平成16年３月

 
平成26年１月

関東天然瓦斯開発㈱監査役

大多喜ガス㈱監査役

当社監査役(現)

計 43,135
 

(注) １　取締役棚橋祐治及び大槻幸一郎は、社外取締役であります。

２　監査役田中尚文及び吉益信治は、社外監査役であります。

３　取締役の任期は、当社の設立日である平成26年１月６日から平成26年12月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。

４　監査役の任期は、当社の設立日である平成26年１月６日から平成29年12月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。

５　執行役員は（取締役兼務者は除く）、次のとおりであります。

執行役員　　加藤　宏明

執行役員　　木村　健

執行役員　　緑川　昭夫

執行役員　　樋口　朋之

執行役員　　三上　七五郎

執行役員　　松尾　建次
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

(1)当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

(2)当社は、共同株式移転の方法により、平成26年１月６日付で関東天然瓦斯開発㈱と大多喜ガス㈱の完全親会社と

して設立されました。当四半期報告書は設立第１期として最初に提出するものであるため、前連結会計年度及び

前年同四半期との対比は行っておりません。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年１月１日から平成

26年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

          (単位：百万円)

          
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 6,929

  受取手形及び売掛金 8,834

  有価証券 17,105

  たな卸資産 925

  その他 605

  貸倒引当金 △8

  流動資産合計 34,391

 固定資産  

  有形固定資産  

   機械装置及び運搬具（純額） 13,522

   その他（純額） 17,135

   有形固定資産合計 30,658

  無形固定資産 1,919

  投資その他の資産  

   投資有価証券 14,943

   その他 2,744

   貸倒引当金 △67

   投資その他の資産合計 17,620

  固定資産合計 50,198

 資産合計 84,589

負債の部  

 流動負債  

  支払手形及び買掛金 6,598

  引当金 61

  その他 5,043

  流動負債合計 11,703

 固定負債  

  長期借入金 1,260

  退職給付引当金 3,844

  その他の引当金 183

  その他 1,552

  固定負債合計 6,841

 負債合計 18,544
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          (単位：百万円)

          
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 8,000

  資本剰余金 13,921

  利益剰余金 41,215

  自己株式 △1,129

  株主資本合計 62,007

 その他の包括利益累計額  

  その他有価証券評価差額金 896

  その他の包括利益累計額合計 896

 新株予約権 112

 少数株主持分 3,028

 純資産合計 66,044

負債純資産合計 84,589
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：百万円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 25,361

売上原価 21,292

売上総利益 4,068

販売費及び一般管理費 2,287

営業利益 1,781

営業外収益  

 受取配当金 515

 その他 123

 営業外収益合計 638

営業外費用  

 創立費 58

 その他 13

 営業外費用合計 71

経常利益 2,348

特別利益  

 負ののれん発生益 4,618

 その他 38

 特別利益合計 4,657

特別損失  

 固定資産除却損 45

 その他 4

 特別損失合計 50

税金等調整前四半期純利益 6,954

法人税等 767

少数株主損益調整前四半期純利益 6,187

少数株主利益 69

四半期純利益 6,117
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：百万円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 6,187

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 △266

 その他の包括利益合計 △266

四半期包括利益 5,920

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 5,842

 少数株主に係る四半期包括利益 77
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 
 

(追加情報)

当社は、共同株式移転の方法により、平成26年１月６日付で関東天然瓦斯開発㈱と大多喜ガス㈱の完全親会社とし

て設立されました。四半期連結財務諸表は当第１四半期連結会計期間から作成しているため、「四半期連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項」を記載しております。

 

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社　　4社

関東天然瓦斯開発㈱

大多喜ガス㈱

オータキ産業㈱

日本天然ガス㈱

(2)主要な非連結子会社の名称等

関東建設㈱

非連結子会社の総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損益及び利益剰余金等のうち持分に見合う額のそれ

ぞれの合計額は、いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、重要性がないため連結対象から除外して

おります。

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法適用の非連結子会社及び関連会社

該当事項はありません。

(2)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称等

関東建設㈱

持分法を適用していない会社は、当期純損益及び利益剰余金等のうち持分に見合う額のそれぞれの合計額が連

結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、重要性がないため、これらの会社に対する投資に

ついては持分法を適用せず原価法により評価しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

(イ)満期保有目的の債券

…償却原価法。

(ロ)その他有価証券

(ａ)時価のあるもの

…決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)。

(ｂ)時価のないもの

…主として移動平均法に基づく原価法。

デリバティブ

…時価法。

たな卸資産

(イ)製品

…総平均法に基づく原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定)。

(ロ)貯蔵品

…主として移動平均法に基づく原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定)。

(ハ)未成工事支出金

…個別法に基づく原価法。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

…連結財務諸表提出会社及び連結子会社２社は定額法、その他の連結子会社は主として定率法。
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取得価額において機械装置及び運搬具の59.5％、その他の8.4％が、定率法により償却されております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

無形固定資産(リース資産を除く)

…鉱業権については生産高比例法、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法、その他については定額法。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

投資その他の資産

…信託建物・構築物については、主として定額法。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(3)重要な繰延資産の処理方法

創立費

…支出時に全額費用処理しております。

(4)重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

…債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

…連結子会社１社は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度における負担額

を計上しております。

退職給付引当金

…従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額を費用処理しております。

ガスホルダー修繕引当金

…球形ガスホルダーの定期修繕費用の支出に備えるため、次回修繕見積額を次回修繕までの期間に均等配分

しております。

(5)のれんの償却方法及び償却期間

平成22年３月31日以前に発生した負ののれんは、20年以内の取得の実態に基づいた適切な期間で均等償却して

おります。

(6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

…税抜方式によっております。
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(四半期連結損益計算書関係)

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

ガス事業が売上高の大半を占めているため、事業の性質上、業績に著しい季節的変動があります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は、作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次のとおりであ

ります。

 

 
当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

減価償却費 930百万円

負ののれんの償却額 17百万円
 

 

(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．配当金支払額

当社は、共同株式移転の方法により、平成26年１月６日付で関東天然瓦斯開発㈱と大多喜ガス㈱の完全親会社と

して設立されたため、配当金の支払額は旧親会社で株式移転完全子会社となった関東天然瓦斯開発㈱において決

議された金額であります。

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月26日
定時株主総会

普通株式 300 ６円00銭 平成25年12月31日 平成26年３月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、共同株式移転の方法により、平成26年１月６日付で関東天然瓦斯開発㈱と大多喜ガス㈱の完全親会社と

して設立されました。また、当第１四半期連結累計期間に自己株式を取得し、その一部を消却いたしました。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間末において資本金が8,000百万円、資本剰余金が13,921百万円、利益剰

余金が41,215百万円、自己株式が△1,129百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

ガス事業
ヨード・
かん水事業

計

売上高        

外部顧客への
売上高

23,375 1,280 24,655 705 25,361 ― 25,361

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

0 ― 0 3 4 △4 ―

計 23,376 1,280 24,656 709 25,365 △4 25,361

セグメント利益 1,722 648 2,371 84 2,455 △674 1,781
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設事業及び器具販売事業等を含

んでおります。

２．セグメント利益の調整額△674百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△734百万円が含ま

れております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

当社は、共同株式移転の方法により、平成26年１月６日付で関東天然瓦斯開発㈱と大多喜ガス㈱の完全親会社と

して設立されました。これに伴い、負ののれん4,618百万円が発生し、当第１四半期連結累計期間において特別利

益（負ののれん発生益）に計上しております。
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(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

共通支配下の取引等

１．取引の概要

(1)企業結合の法的形式

共同株式移転による持株会社設立

(2)結合後企業の名称

株式移転設立完全親会社　Ｋ＆Ｏエナジーグループ㈱

(3)結合当事企業の名称及び事業の内容

株式移転完全子会社　関東天然瓦斯開発㈱(天然ガスの開発・採取・販売、ヨードの製造・販売、かん水の販売)

　　　　　　　　　　大多喜ガス㈱(都市ガス事業、ガス機器等の販売、ガス設備工事)

(4)企業結合日

平成26年１月６日

(5)その他取引の概要に関する事項

①グループ戦略機能の強化、②グループ経営資源の効率的活用及び③ステークホルダーの価値最大化を目的とし

て、共同持株会社設立による経営統合を行うことを決定いたしました。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表分)及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日公表分)に基づき、共通支配

下の取引等のうち、少数株主との取引として処理しております。

 

３．子会社株式の追加取得に関する事項

 取得の対価　　企業結合日に交付した当社の普通株式の時価　　3,507百万円

 取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,507百万円
 

 

４．株式の種類別の移転比率及びその算定方法並びに交付した株式数

(1)株式の種類別の移転比率

関東天然瓦斯開発㈱の普通株式１株に対して当社の普通株式0.5株を、大多喜ガス㈱の普通株式１株に対して当社

の普通株式0.4株をそれぞれ割当て交付いたしました。

(2)株式移転比率の算定方法

複数のフィナンシャル・アドバイザーに株式移転比率の算定を依頼し、提出された報告書に基づき当事者間で協

議の上、算定しております。

(3)交付した株式数

31,336,061株

 

５．発生した負ののれんの金額及び発生原因

(1)発生した負ののれんの金額

4,618百万円

(2)発生原因

子会社株式に係る当社の持分額と取得原価の差額により発生したものであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 204円10銭

    (算定上の基礎)  

   四半期純利益金額(百万円) 6,117

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 6,117

    普通株式の期中平均株式数(株) 29,975,769

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 203円33銭

    (算定上の基礎)  

   四半期純利益調整額(百万円) ―

    普通株式増加数(株)
   (うち、新株予約権(株))

112,926
(112,926)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の
概要

―

 

 

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成26年５月12日

Ｋ＆Ｏエナジーグループ株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   星　長 　徹　也　　   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   土　肥 　　真　  　　 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＫ＆Ｏエナジー

グループ株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年１

月１日から平成26年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、Ｋ＆Ｏエナジーグループ株式会社及び連結子会社の平成26年３月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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